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日立物流のこれから 価値創造を支える基盤

■ 今野： 私も、今回さまざまな新しい機器を検討し、導入
することができたのは良かったと思います。ロータリー
ピースソーターや無人フォークリフトだけでなく、先ほ
ど話のあった映像検索システムやスマホ型のハンディス
キャナーは、今後の現場の意識のさらなる強化や生産性
向上につながると思います。
■ 歸山： 私は無人フォークリフトの導入にあたり、「誰のた
めにやるのか」を見失わないように留意しました。専門領
域で長くやればやるほど、どうしても目の前のことに集中
して目的から逸れがちになります。「すべては現場のため」
であるという意識を、今回のプロジェクトを通じてより明
確に持つようになりました。
■ 川口： 私はプロジェクト前は舞洲営業所で現場の実務に
従事していましたが、今回はGDP担当者として現場をサ
ポートする立場となり、意識も大きく変わりました。以前
はお客様の指示で動く、どちらかというと受け身の業務
が中心でしたが、現在は自ら積極的に現場に働きかけて
GDP対応やそのための教育を促進するなど、GDPへの
意識を現場に浸透させることに注力しています。

最後に、皆さんの今後の抱負についてお願いします。
■ 川口： 現在新たなメディカル物流センターの立ち上げ
プロジェクトが始まっていますが、当センターの経験が活
かせると思っています。GDPについてはグループ共通の
SOPを随時改訂しながら横展開を加速し、当社グループ全
体の医薬品物流の品質維持・向上につなげていきたいと
思います。そのためにも、さらなるお客様ニーズを取り込
み、GDPサービスを進化させていきたいと考えています。
■ 歸山： 技術部門に携わる者として、やはり現場のために
なる新たな設備を早く実装できるよう頑張っていきたい
と思います。無人フォークリフトについては、当センター
では安定稼働していますが横展開にあたっては解決すべ
き課題もあるため、一つひとつクリアしていきます。
■ 今野： 当センターで初めて導入したロータリーピース
ソーターは、他のセンターの数ヵ所でも新規導入が決ま

るなど広がりを見せており、それらの安定稼働に注力して
いきます。長期視点では、「超省人化」センターをいつか構
築できるよう、その機会を虎視眈々と狙いながら準備して
います。例えば、入庫から保管・出庫までを完全自動化す
るといった超省人化拠点などです。実現に向けては、当社
のリソースだけでなく、外部との協創やエコシステムも拡
大していきたいと思います。
■ 上杉： 今回のプロジェクトを通じて、私は当社の「現場」

「設備」「GDP」「営業」など各チームがきちんと役割を果
たす組織力の強さを改めて実感しました。これが、高い物
流品質とローコスト運営による優位性を実現しているの
だと思います。今後も人手不足や競合の追随など厳しい
事業環境が続きますが、新技術や現場力でさらなる差別
化を図っていきます。GDPについては数年後には省令化
される見込みであるため、新たな事業機会として取り込
んでいきたいと思います。
■ 切通： 当センターは、成功モデルとして社内表彰される
に至りました。この経験を糧に、今後も新倉庫の開設や新
設備の導入を積極的に提案するとともに、現場が使いや
すく、作業しやすい環境づくりを引き続きモットーとして
いきます。
■ 渡辺： 当センターの新設備（ロータリーピースソーター）
は目標通りの生産性（10名/日削減）を実現していますが、
まだまだ進化できると思います。今後の新たなセンター
の立ち上げにおいても、現場を熟知した人間として提案
できるよう、現場でのコミュニケーションを大切にしてい
きたいと思います。
■ 新阜：当プロジェクトはかなり大規模な投資となったた
め、きちんと回収できるよう予算管理を徹底していきたい
と思います。GDPの省令化を見込んだ取り組みにおいて
は、営業所全体の底上げを図りながら体制を強化してい
く構えです。また、当社の医薬品物流事業を本格的に拡
大させる際は、人財育成もさらに強化していきたいです。
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社外取締役対談

ガバナンス進化の
「これまで」と「これから」

社会や経済が大きく変容する中、日立物流グループは、「LOGISTEED」「協創」「エコシステムの拡大」
「現場力」による価値創造に注力しています。その基盤であるコーポレートガバナンスは、これまでどの
ように変化し、今後どのように進化しながら持続的な企業価値向上を支えるべきか。独立社外取締役2名
による対談を実施しました。

浦野取締役は6年間、泉本取締役は3年間、当社の独立
社外取締役を務めてこられました。現在の当社のガバナ
ンスの特徴をどのように捉えていますか。
浦野： 当社のガバナンスの特徴は、歴史を紐解くと良く
わかります。日立製作所の物流子会社として創業した当
社は、私が社外取締役に就任した2014年当時も、同社が
50％以上の株式を持っていました。また、同社と歩調を合
わせて委員会等設置会社に移行してから10年以上が経
過していましたが、それが十分に機能していたとは言い難
い状況でした。それをこの6年間でかなり大きく変えてき
た結果、実質的に意味のあるものになったと認識していま
す。ステークホルダーの方々からさまざまな意見をお聞き
しながら、例えば報酬委員会は、2020年度より役員報酬
制度をコーポレートガバナンス・コードの要求水準に完全
に整合させることができました。指名委員会も、当社の取
締役や執行役の「あるべき姿」をまとめ、CEOを客観的に

評価する仕組みを運用しています。監査委員会について
は、日立グループの優れた仕組みが継承され、機能してい
ます。
泉本： 私は監査役会設置会社の社外監査役も兼務してい
ますが、やはり、指名委員会等設置会社である当社の三
委員会は、それぞれが明確に機能している印象がありま
す。委員会での決議事項が取締役会で変わるようなこと
はなく、三委員会がそれぞれ強力に機能することで、実効
性が担保されていると思います。
浦野： そのように三委員会がきちんと機能していることを
前提に、私は、ガバナンスの核はやはり取締役会にあると
考えています。取締役会で私がずっと申し上げてきたのは

「当社の成長戦略が、資本市場を含む全てのステークホ
ルダーの方々に満足いただけることをめざしたい」というこ
とです。これが実現できれば、「ガバナンスは効いている」
と申し上げられるのではないでしょうか。以前の当社は、
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日立製作所の連結子会社だったこともあり、資本市場へ
の配意については大いに改善の余地がありました。しか
し、2016年に日立製作所の持株比率が30％に下がって
からは、独自のガバナンスのもと、成長戦略を強く打ち出
す方向に大きく転換しました。以来、当社の成長戦略を資
本市場にいかに訴求するかという点について、取締役会
が監督しながら強化してきたという自負があります。
私は、当社の成長戦略には「M&A」「新商品・新サービス
の開発」「生産性向上」の3つの側面があると考えていま
すが、これらの何に注力するかについては、そのときど
きのステージに合わせ、取締役会で議論するべきだと考
えています。成長ステージの只中にある当社は、直近10
年間では主に「M&A」で成長戦略を達成し、売上収益は2
倍以上に拡大しました。「新商品・新サービスの開発」も、
3PLを軸に着実に進化しながら、LOGISTEEDという新た
なビジネスコンセプトが展開し始めているほか、「生産性」
についても、「VC21活動」への取り組みが強力に展開さ
れています。「M&A」「新商品・新サービスの開発」「生産
性向上」による当社の成長戦略は、現時点で非常にうまく
進んでいます。
そうした中、今後もガバナンスの実効性を高めながら解決
していくべき課題をあげるならば、1つ目は、資本効率に
改善の余地があるという点です。2つ目は、M&Aの多くが
成功しているものの、グループガバナンスの側面では改
善すべき点があります。3つ目は、ITインフラを社会のDX

（デジタルトランスフォーメーション）にキャッチアップさ
せる必要がある点です。取締役会ではこれらの課題に取り
組みながら、成長戦略を各ステークホルダーと分かち合っ
ていきます。具体的には、ポートフォリオの組み替えに力
点を置き、引き続き、「M&A」や「新商品・新サービスの開
発」に注力していくことになると思います。

そうした課題の解決に向けた、取締役会の議論の一端を
紹介いただけますか。
浦野： 取締役会では、各取締役が専門的見地から出した
意見や疑問点が必ずどこかで活きていて、次の意思決定
に活かされています。指名委員会等設置会社形態を採用
し、執行役に権限を大幅に移譲しているため、日常的な意
思決定は執行役会が行う一方、取締役会では、その前提
となる議論に注力しています。例えば、資本効率を強く意
識した中期経営計画の策定やTSR（株主総利回り）の概念
の導入にあたっては、意思決定のベースとなる議論をま
ず取締役会で行いました。

資本効率への意識を現場へ浸透させるにあたり、どのよ
うに関わってきたかお話しください。
泉本： 資本効率への意識向上のために「ベースとなる議
論」を取締役会で行う一方、監査委員会は、監査で現場に
行くたびに、ROICや総資産回転率等を目標に組み込む
よう徹底的に指導してきました。その結果、最近では売上
や粗利などPL（損益計算書）だけでなく、資本効率や資産
回転率などBS（貸借対照表）を意識した思考が現場に浸
透し始めています。この点については非常に良い成果を
あげられていると思います。
浦野： 4年間でここまで変えることができた点を評価した
い一方、さらなる強化は必要であると考えます。例えば当
社は2019年度、IFRS第16号「リース」の適用で資産が大
きく膨らみましたが、その対応策を現場と議論した際は、
営業利益率などPLのみに意識がとらわれている印象でし
た。ROICを真に理解していれば、今の当社にとって一番
大切なのは「回転率を高める」ことであるとわかるでしょ
う。さらにいえば、そうしたBS思考のもと、SGホールディ
ングスグループとの協創や物流センターの24時間稼働、
複数荷主貨物の共同物流を拡充していくべきだと思いま
す。これまでの取り組みによってROIC経営やBS思考が現
場に浸透し始めているのは確かですので、VC21等の活
動により、さらなる進化を遂げることを期待しています。

社外取締役比率が非常に高いこと※はどのように機能し
ているかお話しください。
泉本： さまざまな専門性を持つ社外取締役で構成されて
おり相乗効果が期待できるほか、CEOや取締役に率直な
意見が言え、活発な議論をできる雰囲気が醸成されてい
ます。社外取締役への事前説明や情報提供も十分になさ
れています。社外取締役の属性については、経営経験者
を増員できると、より有効な議論となるのではないかと
常々感じていましたが、このたびもう1名加わったため、
今後の取締役会を楽しみにしています。
浦野： 社外取締役の人数が社内取締役より多い点は、評
価できると思います。社外取締役の数が増えても、発言
されない、あるいは質問が中心の発言となる場合は有効
な議論とはいえませんが、当社では取締役会の開催前
に事前説明を必ず実施しているため、単純な質問は相当
減っています。よって、社外取締役がそれぞれの得意分野
を活かしながら、「自分が当社に貢献できる部分は何だろ
う」と日ごろから考え、意見を言うことが重要になります。

私の場合は就任以来、これまで培った知見をもとに「資本
市場とどう向き合うか」および「資本効率」という2点につ
いて、あらゆる議題で意識をしてもらうよう発言してきた
つもりです。各社外取締役が、現在の当社のステージに
対し「自分がどういう面で、どう貢献できるのか」を意識し
て発言していると思います。社外取締役の属性について
は、泉本さんと同意見です。現在の当社のステージから
考えると、やはり経営経験者が社外取締役の半分以上い
た方が望ましく、その点は今後の課題として認識してい
ます。
　
社外取締役の属性と関連し、取締役会におけるダイバー
シティについてご意見をお願いします。
泉本： ダイバーシティについては性別だけでなくバックグ
ラウンドやスキル、知見など幅広い視点からの議論が必
要ですが、女性取締役という点では、私自身、自分が女性
であるということはあまり意識せずに任務にあたってき
ました。スキルミックスの視点では、経営経験者の方のほ
か、IT関係にもっと強い方が入ると、DXに関する議論がよ
り活性化するのではと思います。社会ではコロナ禍を機
にDXが加速していることを踏まえると、これは喫緊の課
題であると言えます。
浦野： ダイバーシティについて、世の中はその本質に気づ
き始めたのではないでしょうか。20世紀までは、同質の集
団が一生懸命頑張るというのが日本企業の長所でしたし、
それが成長を支えてきた1つの要因でした。今やそれが
全く変わり、同質の人間ばかりで構成されている企業は
存続が危ぶまれる時代です。よって、いかに異質な人達が
共鳴しあいながら成長路線を歩んでいくかということが、
ダイバーシティの本質であると認識しています。その中
に、もちろん女性という存在もあれば、外国籍の方という
ダイバーシティもありますし、さらに意味を広げ、「文化の
背景」や「知識体系」が異なる人財が多様性を活かしてい
くべきでしょう。そういう意味で、当社は中谷社長の方針
のもと、ここ5～6年は外部の人財を執行役や部長職を中
心として積極的に採用しています。例えば財務部門では、
他社で財務を経験してきた人財の知見は、日立グループ
内で全ての金融が完結する時代が長かった当社にとって
非常に貴重であるほか、営業部門でも、商社で物流事業
の営業をしてきた人財が当社に加わると、やはり全く違う
見方ができるはずだと思います。そういった組み合わせを
さまざまにやろうとすると、やはり経験者を採用すること
が迅速な手段になると考えます。

取締役会の実効性評価について、2019年度は従来から
の自己評価に加え、第三者評価機関による評価を初めて
実施しました。そこで出された課題等についてお話しく
ださい。
浦野： さまざまな課題が指摘されましたが、その中でも

「取締役会で議論されることが、各ステークホルダーを
本当に意識したものになっているか」ということが、第三
者評価と自己評価で共通していた課題です。「ステークホ
ルダー資本主義」へ向けた動きが広がっていることも念
頭に、今後は、ある取締役は資本市場と向き合い、ある取
締役は従業員と向き合うなど、各取締役の特性を活かし
ながらステークホルダーとの対話を強化するための議論
を深めていきたいと考えています。
泉本： 取締役会について、もっと議論を深められるように
して欲しいという指摘がありました。確かに現状は多くの
議題があるほか、資料をいただくタイミングの問題等から
どうしても質問が必要な場合もありますが、議論の時間を
なるべく多く確保できればと思っています。また、議論を
深めるには現場の実情や「空気」を常に把握する必要があ
りますが、現場に行く機会が多い監査委員と、監査委員で
はない取締役との間に情報格差が生じがちな点も課題で
あると認識しています。この点はこれまでの自己評価でも
課題とされていたため、最近は、監査委員以外の取締役が
現場を視察する機会が増えています。今後もこうした機会
を拡充し、現場の「空気」と密接にリンクした議論を深めて
いければ、実効性はさらに高まるのではないでしょうか。
　

※ 取締役9名中7名が社外取締役、6名が独立社外取締役（2020年6月23日現在）
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取締役会の実効性以外のテーマで、近年の当社のガバナ
ンスに関する大きな向上や変化、あるいは改善しなけれ
ばならないと認識されていることをお話しください。
浦野： 改善すべきことの大部分はこの6年間で順次解決
してきましたが、現在も課題として残っているのが、執行
役会と取締役会の日程です。執行役会の翌日が取締役会
となることが多いのですが、取締役としては、執行役会で
の意思決定までのプロセスが把握できないと、取締役会
で無駄な議論をしてしまう懸念が生じます。これまでも事
前に聞いていれば、取締役会の議論がより実りあるもの
になっただろうな、と思える部分がいくつかありました。
その点、執行役会と取締役会がうまく機能している会社
の多くは、間隔を2週間空けているようです。各執行役が
社長決裁をもらうための動きを少し前倒しにすれば可能
なのではと思います。活発で忌憚のない議論がオープン
に行われるという雰囲気は十分に醸成されているため、
今後は、社外取締役が執行役会の議論を事前に把握でき
るようになれば、当社のガバナンスは一段と進化するで
しょう。
泉本： 重点テーマの議論の時間をなるべく多く確保する
ために、効率化できる部分は積極的に効率化していった
方がよいと思います。例えば、取締役会で執行役から職
務執行状況の報告を受けますが、その際の情報量が少し
多すぎる印象があります。取り組んだ目標と結果のサマ
リー、今後の課題と重点施策のポイントのみの説明があ
れば、取締役会向けとしては十分なはずです。

取締役会による、経営陣への監督機能の発揮状況につい
てはどのように認識されていますか。
浦野： いくつかご紹介しました通り、結果として、6年前
までの当社の「常識」を色々な面で変えてきたという事実
が、監督機能が発揮されてきた1つの証明のようなもの
ではあると思います。例えばこのたび導入した執行役の
業績連動型株式報酬制度のもとでは、株主と目線を合わ
せる体系に変えた結果、業績および株式価値の変動次第
では個別報酬が減るケースも想定されます。また、指名
委員会でCEOの評価を具体的な数字に基づいて実施す
るということも、以前の当社の文化では全く考えられな
かったことであると思います。こうした改革のほか、取締
役会の監督機能の要諦は、「成長戦略との整合性はとれ
ているか」「そのための適切なリスクテイクもしているか」

「CEOのサクセッションプランは問題なく運用されてい
るか」の3点であると考えています。そのうえで、各社外取
締役が自分の特性を活かしながら提言していくことが、さ
らなる監督機能の発揮につながると考えます。　
泉本： 監査委員会での活動の際はさまざまな指摘を行っ
たうえで監査報告書を提出し、改善策の進捗について定
期的に報告を受けるほか、改善が不十分なら再度指摘す
るというサイクルを回すため、監督機能が機能しているこ
とを実感しやすい側面があります。一方、取締役会では、
提言した内容がすぐさま次の取締役会の議論に反映され
るわけではないため、監督機能としてどこまで貢献でき
ているかを実感しにくい部分があります。ただ、長期スパ
ンで振り返ると大きく変わってきたことが明確に分かるた
め、そこで初めて、監督機能を発揮していることが実感で
きるのだと思います。
浦野： 当社のような指名委員会等設置会社では、「監督」
という言葉と「監査」という言葉をどう使い分けるかにつ
いては非常に微妙な問題があると思います。私の個人的
な見解ですが、会社が既に意思決定した事項や予算等が
その通りに実行されるようにチェック・指導するのが「監
査」であると考えます。一方、「監督」はもう少し範囲が広
く、会社がまだ意思決定していないことや、準備できてい
ないことを含めて提案することであると考えます。例えば、

「各ステークホルダーに対し、会社の成長はどのように寄
与するべきか」または「会社の主要事業が成長分野ではな
くなった時、どの分野で成長していくか」あるいは「成長し
ないことが前提ならば、各ステークホルダーとどのように
価値を分かち合うか」といった視点からの提言です。ただ
し、当社の監査委員会は一般的な監査委員会と異なり、

予算達成状況のチェックだけでなく、その少し先を見据え
た提案までしています。この点は非常に優れていると言え
るでしょう。　

ご自身のスキルやこれまでの実績・経験を、どのように当
社の経営に活かされているかについてお話しください。
浦野： 私のような経営経験者の場合、自分のキャリアの中
で最も力を注いだことを、いかに活かせるかがポイントだ
と考えています。私もさまざまな会社の社外取締役を務
めてきましたが、私に何を期待して招聘しようとしている
のかをいつも最初にお聞きし、それが不明瞭な場合は辞
退させていただいたこともあります。当社の場合は、当時
の鈴木会長との面談の際、「日立物流が独立会社として機
能していくために必要なのは、資本市場への配意である」
という点で意気投合したことが決め手になりました。なぜ
なら、私が前職で最も注力したのが、資本効率の改善だっ
たからです。社外取締役それぞれが自身の役割をきちん
と認識すれば、「多様な能力」という最も大事なダイバー
シティにつながっていくでしょう。
泉本： 私は会計士という専門性が明確な業務に携わって
きたこともあり、初めから監査委員としての役割を期待さ
れていたと思います。

前の質問と関連し、指名委員会では、社外取締役候補の
人選にあたってどのような方針を定めているかについて
お話しください。
浦野： どのような人財が必要かという点については、各企
業がどのステージにあるかによって異なると思います。先
ほどお話ししたとおり、現在の当社は成長ステージにある
ため、経営経験者を取締役会の過半数とすることが望ま
しいと考えています。また、経営陣の社内選抜にあたって
の人物像やジョブディスクリプションもサクセッションプラ
ンの中で具体化しており、それに沿った議論を進めていま
す。特にCEOの承継については、喫緊の課題として認識
しています。

当社が今後も成長していくにあたり、どのような経営課
題を認識されているかお話しください。
浦野： 現在の日立物流が属する業界、あるいは日立物流
のポジションから見て、当社は十分成長していけるという
ことを私は確信しています。その前提のもと、現状の経営
課題は大きく３つあると考えます。1つ目は、DXの加速で
す。取締役会でもその重要性は認識しており、外部人財

も採用しながら、全事業部が自らITガバナンスを構築でき
る状況にまで、スピーディに強化する必要があります。2
つ目は、事業ポートフォリオの組み換えです。資本市場に
対し説得力のある売上成長シナリオを提示するためにも、
M&Aを含む事業ポートフォリオの組み替えを、現中期経
営計画期間中に実施することが望まれます。3つ目は、グ
ループガバナンスの強化です。監査委員会が強力に機能
しているものの、内部統制やコンプライアンスも含めると
まだ課題があると認識しています。統一的なグループガ
バナンスの構築をめざし、監査委員会を軸に強化するべ
きであると考えます。
泉本： 私も、グループガバナンスの強化、特にM&Aで連
結化してきた海外グループ会社へのガバナンスが課題で
あると認識しています。以前は経理部門の管理職が数社
の非常勤監査役を兼務するなど、グループガバナンスが
十分に機能しにくい面がありましたが、2年ほど前に複数
の監査役を専任で兼務する専任監査役制度を導入してか
ら、かなり改善しました。まだ導入できていないグループ
会社もあるため、この取り組みを拡充していきます。加え
て、監査役のみで意見交換するグループ監査役会議や各
種報告会も活発化しているため、よい方向に進んでいる
と感じます。

今後の日立物流のさらなる成長と持続的な企業価値向上
に向けて、最後に一言ずつお願いします。
浦野： やはり「資本効率を高めるために、資本の回転率を
上げていく」ことに尽きると思います。現在の当社は、回
転率を上げないことには資本効率は高まりません。IFRS
第16号「リース」の影響があろうとも、資本をとにかく高
速回転させることで、総資産回転率を1以上に戻す必要
があります。この点を意識しながら、引き続き、さまざま
な案件において提言していきたいです。
泉本： 先ほど申し上げたとおりグループガバナンスを強
化する必要はあるものの、あまりに細かく厳しい要求によ
り、現場に過大な負担を強いることはあってはならないと
思います。「何のためにやっているのか」という目的さえ外
さなければ、現場の負荷を減らしながら、効率的にガバナ
ンスを強化することは可能であると考えています。私は
その視点から、引き続き提言していきたいです。


